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佐賀県資源管理指針 

                      

                               平成２４年３月３０日制定 
                          （平成２４年７月１９日改正） 

（平成３０年４月 ６日改正） 

 

 

第１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方 
 １．佐賀県の漁業の概観（漁場環境・資源来遊状況・漁業実態・生産量等） 
【玄海海域】 

佐賀県玄海海域は、7 つの離島を含む２市１町（唐津市、伊万里市、玄海町）で構成され、そ

のほとんどが玄海国定公園に指定されている。唐津湾や仮屋湾など、多くの内湾や入江が発

達するとともに、リアス式海岸が続く中に砂浜が点在しており、海岸線の延長は約２５９㎞である。

対馬暖流の影響下にある壱岐水道の外海漁場と唐津湾等の内湾漁場があり、漁場環境に応じ

て、タイ、ブリ等高級魚対象の釣り漁業、延縄漁業をはじめ、小型機船底びき網漁業、船びき網

漁業、中小型まき網漁業、いか釣り漁業、定置網漁業等、様々な漁業が営まれている。また、

唐津湾では魚類やクルマエビ、ワカメ、仮屋湾・伊万里湾では真珠、魚類、クルマエビ等の養

殖が行われており、近年はカキ養殖も盛んになってきている。 
玄海海域の海面漁業生産量をみると、平成 6 年までは 2 万トン以上で推移していたもの

の、平成 7 年以降減少し、平成 26 年は約 8 千トン程度となっている。このような全体生産量

の大きな減少は、主にサバ類やイワシ類等の青ものを漁獲している、まき網漁業の生産量の

減少によるところが大きいが、沿岸魚介類を対象とする漁業種類においても同様に、生産量

は減少傾向にある。 
漁獲量の減少している要因については、漁場環境の変化による漁場の生産力の低下、漁

業経営体の減少が一因となっているものと思われる。 
玄海海域では、これまでに藻場造成等の漁場造成、海底耕耘などの漁場保全、マダイや

ヒラメ等の種苗放流の継続的な取り組みを行ってきており、水産資源の回復･増大に取り組

むだけでなく、漁船漁業と養殖業との複合経営等による漁家経営の改善及び漁業後継者の

確保も喫緊の課題となっている。 

 
  

佐賀県玄海海域における水揚量および生産額の推移（農林水産統計年報） 
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【有明海海域】 
佐賀県有明海海域は、有明海の奥部に位置し、4 市 2 町（佐賀市、神埼市、小城市、鹿島

市、白石町、太良町）で構成され、海岸線は干拓により大部分が直線化し、延長は 約９７㎞で

ある。水深は最深部でも 20 数ｍと浅く、6ｍに及ぶ潮差により、干潮時には広大な干潟が形成

される。さらに、筑後川をはじめとする多くの河川が流入していることから、栄養分に富む典型的

な内湾漁場となっている。沿岸域では、ノリ養殖が大規模に行われており、全国有数の生産地

となっているとともに、地まきによるサルボウ（モガイ）等の貝類養殖（農林水産統計上は海面漁

業）、エビ･カニ類、魚類を対象とする刺網、さらに有明海特有の潮汐を利用したあんこう網等の

伝統漁業が営まれている。 
平成 3 年以降の有明海海域の海面漁業生産量をみると、平成 3 年から 10 年までは、

11,000 トンから 22,000 トンの間で推移していたものが、平成 27 年 10,000 トン以下となっ

ている。平成 24 年度以降は、ビゼンクラゲの漁獲量の増加により、総漁獲量が増加している

が、他魚種については、減少している。 
また、主要魚種として、クルマエビ、ガザミの漁獲量の推移を見ると、それぞれピーク時の

5％まで減少しており、タイラギについては、2012 年以降 5 年連続での休漁を余儀なくされた。

なお、平成 2 年以前には、毎年、数百トンの生産があったアゲマキについても、平成 6 年以

降、漁獲がない状況が続いているが、種苗放流、漁場造成、資源管理により、母貝団地が形成

され、資源回復が期待されている。 
有明海海域では、漁場環境の悪化や貧酸素・赤潮の発生、ナルトビエイによる二枚貝類の

食害など、漁場環境の悪化等により、海面漁業生産量が著しく減少している。このため、海底耕

耘等の漁場改善、モガイ殻散布耕うん等の漁場造成や種苗放流等の継続的な取り組みによ

る水産資源の回復･増大とともに、環境悪化の原因の解明が喫緊の課題となっている。 
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２．佐賀県における資源管理の取り組みの現状 
  【玄海海域】 

本県玄海海域では、漁業調整規則、海区漁業調整委員会指示等により、資源の保護、育成

が図られてきたが、近年、魚介類全般を通じて資源が減少してきており、これだけでは十分に

対応できない状況になってきた。 
これまで漁業者の自主的な取り組みによる資源管理型漁業に平成元年度から着手し、ヒラメ、

マダイ、アオリイカ、クルマエビ、アワビの 5 種について、それぞれに応じた資源管理計画が策

定されており、概要は以下のとおりである。 

 
 
 

 
  
   また、トラフグについては、国が策定した「九州・山口北西海域トラフグ資源回復計画」（平成

１７年４月１５日公表）に基づき、25ｃｍ以下の小型魚の再放流、操業期間の設定、漁具の規制

（針の大きさ）等の管理措置が本県の延縄漁業者により実践されてきた。資源回復計画は平成

23 年度で終了したため、平成 24 年度からは「九州・山口北西海域トラフグ広域資源管理方針」

に基づき、資源回復計画に基づく管理措置と同等の管理措置が実践されている。 
   さらに、「マアジ」、「サバ類」、「スルメイカ」については、平成 10 年度からＴＡＣ制度の下で漁

獲量の管理を行っている。 

  

魚種名 策定年度 対象漁業 資源管理措置

ヒラメ 平成6年度 ・小型機船底曳網
・刺網

・全長20cm未満魚の再放流
・休漁日の設定

マダイ 平成6年度 ・全漁業種類 ・全長15cm未満魚の再放流
・稚魚特別採捕の禁止

アオリイカ 平成11年度 ・定置網
・イカ釣り

・外套背長10cm未満の小型個体再放流
・休漁日の設定

クルマエビ 平成6年度 ・小型機船底曳網
・刺網

・体長10cm未満のクルマエビの再放流
・禁漁区域の設定

アワビ 平成2年度 ・採貝漁業 ・殻長10cm以下の採捕禁止
・禁漁区域の設定

佐賀県玄海海域における資源管理計画の策定状況 
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【有明海海域】 
 有明海海域では、漁業調整規則、海区漁業調整委員会指示等により、資源の保護、育成

が図られてきたが、近年、魚介類全般を通じて資源が減少してきており、これだけでは十分に

対応できない状況になってきた。 
これまで漁業者の自主的な取り組みによる資源管理型漁業に平成元年度から着手し、これま

でにタイラギ、クマサルボウ、ガザミの 3 種について、それぞれに応じた資源管理計画が策定さ

れており、以下のとおりである。 

 
 
 

 
 
また、ガザミについては、平成 15 年度に「佐賀県資源管理計画」が策定され、それまで大浦支

所（旧大浦漁協）において取り組まれていた自主的な資源管理（小型ガニの保護等）に加え、佐

賀県海域有明海全域において固定式刺網漁業、かに籠漁業（イシガニ除く）を対象として、これに

基づいて抱卵ガザミ（黒デコ）の保護、休漁日の設定等の管理措置が実践されていた。 
国が策定した「有明海ガザミ資源回復計画」（平成 20 年 3 月 28 日公表）に基づき、抱卵ガザミ

（黒デコ）の保護等の資源管理に取り組まれてきた（国が策定した資源回復計画は平成 23 年度

末で終了）。平成 24 年度からは「有明海ガザミ広域資源管理方針」に基づき、資源回復計画に基

づく管理措置と同等の管理措置に取り組まれている。 

  

魚種名 策定年度 対象漁業 資源管理措置

タイラギ 平成8年度 ・潜水器漁業
・原則殻長18cm以下の採捕禁止
・禁漁区域の設定
・休漁日の設定

クマサルボウ 平成10年度 ・潜水器漁業
・肩かけジョレン

・原則殻長7cm以下の採捕禁止
・禁漁区域の設定
・操業時間の設定

佐賀県有明海海域における資源管理計画の策定状況 



5 

３．佐賀県の資源管理の方向性 
 本県では、漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や体長制限等の公的資源管理
措置の遵守を徹底するとともに、これまでに取り組んできた、TAC 管理や資源回復計画、
平成 24 年度から取り組んでいる広域資源管理方針に基づく取り組みも含め、本指針に基
づき漁業者の自主的な資源管理の取り組みを促進することにより、水産資源の維持・回復
を推進する。 
 なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権行使
規則及び海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとするが、公的管理措置
であっても従来自主的に実施されていた資源管理の取り組みであって、水産基本計画（平
成 14年 3月閣議決定）に基づく取り組みの開始された平成 14年度以降にこれら公的管
理措置に移行したものについては、本指針においては、自主的取り組みとみなし、取り扱
うものとする。 
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第２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向 
【玄海海域】 
魚種別資源管理 
１ マダイ 
（１）資源及び漁獲の状況 
 当県では主として船びき網であるごち網漁業、はえ縄漁業、その他の釣漁業により漁獲
される魚種である。 
水産庁が実施している資源評価調査の結果（平成 28年度）によると、玄海海域で利用し

ている資源系群である日本海西部・東シナ海系群のマダイの資源水準は、中位、資源動向
は増加傾向である。 

 
（２）資源管理目標 
  近年の資源水準は中位、漁獲の状況は横ばいであることから、現状維持を基本方向と
して管理を行う。 

 
（３）資源管理措置 
  今後とも持続的に資源を利用していくため、関係漁業種（ごち網漁業、延縄漁業、そ
の他の釣り漁業）においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守す
るほか、自主的措置に取り組む必要がある。 
なお、関係漁業種は、漁業実態や漁法の特性から、特定魚種に限定した資源管理は困難

であるため、漁業種類別資源管理として包括的に資源管理に取り組む必要があり、その具
体的な取り組みについては、後述の内容に従うものとする。 

  

漁獲の動向（平成 28 年度資源評価調査より抜

粋） 

資源量および親魚量の推移（平成 28年度資源評

価調査より抜粋） 
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２ トラフグ 
（１）資源及び漁獲の状況 
  当県では主としてはえ縄漁業、定置網漁業により漁獲される魚種である。 
水産庁が実施している資源評価調査の結果（平成 28年度）によると、玄海海域で利

用している資源系群である日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源水準は低位、資源動
向は減少傾向である。 

 
（２）資源管理目標 
  低迷しているトラフグ漁獲量および資源量を増加させるための取り組みの実施を検討
し、トラフグ資源の回復と持続的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
これまで当県では、はえ縄漁業を中心に、漁業調整規則、許可内容、制限または条件を

遵守してきた。関係各県（山口、福岡、熊本、長崎）とともに、平成１７年度から平成２
３年度までは「九州・山口北西海域資源回復計画」に取り組み、平成２４年度からも引き
続き、関係漁業者、関係県及び国が連携・協力して「九州・山口北西海域広域資源管理方
針」に基づく広域資源管理の取り組みを行っている。資源の管理措置として、（１）漁獲
努力量削減の措置、すなわちトラフグの全長制限（３０ｃｍ以下の小型魚の再放流）、操
業期間の設定、操業の承認および届出（２）資源の積極的培養（種苗放流）、すなわち関
係県（関係漁業者）、九州海域栽培漁業推進協議会及び国が連携・協力し、健全種苗、適
地、適正サイズの種苗放流を推進すること（３）漁場環境保全（海底清掃等）等を実施し
ている。 
平成 26年度からは国が開催している「トラフグ資源管理検討会」の場でも関係県で資

源管理措置について検討が行われており、特に未成魚の保護について、さらなる取り組み
が必要である。 

 
  

下関唐戸魚市場における取扱量の推移（平成

28年度資源評価調査より抜粋） 

資源量と漁獲割合の推移（平成 28年度資源評

価調査より抜粋） 
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３ ケンサキイカ 
（１）資源及び漁獲の状況 
本県では、主としていか釣り漁業及び定置網漁業により漁獲される魚種である。 
水産庁が実施している資源評価調査の結果（平成 28年度）によると、玄海海域で利用し

ている資源系群である日本海・東シナ海系群のケンサキイカの資源水準は低位、資源動向
は減少傾向である。 

 
（２）資源管理目標 
低迷しているケンサキイカ漁獲量を増加させるため、ケンサキイカ資源の回復と持続

的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
  低迷している漁獲量を回復させるために、関係漁業種（いか釣り漁業及び定置網漁業）
においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的
措置に取り組む必要がある。 
なお、関係漁業種（いか釣り漁業及び定置網漁業）は、漁業実態や漁法の特性から、特

定魚種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理として包括的に資源
管理に取り組む必要があり、その具体的な取り組みについては、後述の内容に従うもの
とする。 

 
  

ケンサキイカ漁獲量（平成 28年度資源評価調

査より抜粋） 
海域別のケンサキイカ漁獲量（平成 28年度資

源評価調査より抜粋） 
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４ アオリイカ 
（１）資源及び漁獲の状況 
本県では、主としていか釣り漁業及び定置網漁業により漁獲される魚種である。 
佐賀玄海漁協魚市場へ水揚げされるアオリイカの水揚量は、平成 11年には 80トンを超
えていたが、平成 13年以降 20～59トンで推移している。 

   
（２）資源管理目標 
近年低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるため、アオリイカ資源の回復と持続的
な利用が可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
   近年低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるために、関係漁業種（いか釣り漁業及
び定置網漁業）においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守す
るほか、自主的措置に取り組む必要がある。 
なお、関係漁業種（いか釣り漁業及び定置網漁業）は、漁業実態や漁法の特性から、特
定魚種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理として包括的に資源
管理に取り組む必要があり、その具体的な取り組みについては、後述の内容に従うもの
とする。 
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５ クルマエビ 
（１）資源及び漁獲の状況 
当県では、主として底びき網漁業により漁獲される魚種である。 
クルマエビの漁獲量は、平成 2年の 132トンをピークに年々減少し、平成 27年には過

去最低の 3トンであった。 

 
（２）資源管理目標 
  減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、クルマエビ資源の回復と持続的な利
用が可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
  減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるために、関係漁業種である小型機船底びき
網漁業においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、
自主的措置に取り組む必要がある。 
なお、小型機船底びき網漁業の具体的な取り組みについては、後述の内容に従うもの
とする。 
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６ アワビ類 
（１）資源及び漁獲の状況 
当県では、主として採貝漁業により漁獲される魚種である。 
アワビ類の漁獲量については、平成 2 年には 60 トンを超える漁獲があったが、平成
４年以降徐々に減少し、平成 27年度には 16トンとなった。 

 
（２）資源管理目標 
  低迷しているアワビ類の漁獲量を増加させるための取り組みの実施を検討し、アワビ
資源の回復と持続的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
  近年漁獲量が低位水準であることから、関係漁業種である採貝・採藻漁業においては、
今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置に取り組む
必要がある。 
なお、採貝・採藻漁業の具体的な取り組みについては、後述の内容に従うものとする。 
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７ マナマコ 
（１）資源及び漁獲の状況 
当県では、主として採貝漁業及びなまこ桁網漁業により漁獲される魚種である。 
マナマコの漁獲量については、平成 2 年には 10 トン程度の漁獲があったがその後増
加し、平成 5年から平成 18年は 16～26トンと横ばい傾向であった。（農林水産統計上
平成 18年以降は魚種として計上されていない）。 

 
（２）資源管理目標 
  比較的安定していると考えられるマナマコの漁獲量を維持するため取り組みの実施を
検討し、ナマコ資源の持続的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
  近年漁獲量が中位であると推定されることから、関係漁業種である採貝・採藻漁業、
なまこ桁網漁業においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守する
ほか、自主的措置に取り組む必要がある。 
なお、採貝・採藻漁業の具体的な取り組みについては、後述の内容に従うものとする。 
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統計なし 
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８ ハタ類  
（１）資源及び漁獲の状況 
当県では、主として釣り漁業、刺網漁業、定置網漁業及び延縄漁業により漁獲される
魚種である。玄海地区で漁獲されるハタ類は、クエ、キジハタ、マハタ、アオハタ、ア
カハタ等である。佐賀玄海漁協魚市場へ水揚げされるハタ類の水揚量は、平成 19 年に
は 11トン程度であったが、平成 28年には 30トンと増加している。 

 
（２）資源管理目標 
  ハタ類の漁獲量を増加させるための取り組みの実施を検討し、ハタ類の資源の回復と
持続的利用が可能な資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
  近年漁獲量が低位水準であることから、関係漁業種である釣り漁業、刺網漁業、定置
網漁業及び延縄漁業においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守
するほか、自主的措置に取り組む必要がある。 
なお、釣り漁業、刺網漁業、定置網漁業及び延縄漁業の具体的な取り組みについては、
後述の内容に従うものとする。 

 
 
 

佐賀玄海漁協魚市場におけるハタ類の水揚量の推移（佐賀県玄海水産振興センター調べ） 
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９ クロマグロ 
（１）資源及び漁獲の状況 
本県では、主としてはえ縄漁業、ひき縄漁業及び定置網漁業により漁獲される魚種であ
る。佐賀県で漁獲されるクロマグロの漁獲量は不明であるが、クロマグロの小型魚
（30kg未満）の漁獲量は、平成 22年から 1,155～9,943kgの間で推移している。 

   
（２）資源管理目標 
近年低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるため、クロマグロ資源の回復と持続的な
利用が可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
近年低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるために、関係漁業種（はえ縄漁業及び

定置網漁業）においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほ
か、自主的措置に取り組む必要がある。 
なお、関係漁業種（はえ縄漁業、ひき縄漁業及び定置網漁業）は、漁業実態や漁法の

特性から、特定魚種に限定した資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理として包
括的に資源管理に取り組む必要があり、その具体的な取り組みについては、後述の内容に
従うものとする。 

 
    
  玄海地区におけるクロマグロ（30kg未満）の漁獲量の推移（佐賀県調べ） 

単位：kg

年度 H22 H23 H24 H25 H26

定置網 176 81 137 188 756

漁船漁業 979 3,210 1,067 1,309 9,188

計 1,155 3,290 1,204 1,497 9,943
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 漁業種別資源管理 
１ 小型機船底びき網漁業 
（１）漁獲の状況 
漁獲の対象となる魚種は少量多種であり、そのうち特に重要な魚種としては、ヒラメ、カ
レイ類などの異体類、クルマエビや小型のエビ類が、漁獲量の約 2 割程度であるが、漁
獲金額の約 6割を占めている。 
  小型機船底びき網漁業の漁獲量は、平成 3 年には 767 トンであったが、年々減少し、
平成 27年には 78トンとなり、ピーク時の約 10％程度にまで減少している。 

 
（２）資源管理措置 
   減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守する
ほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

 
  〇休漁（係船休漁） 
  〇漁具の規制（袋網目合） 

 
  また、上記の措置の他、これまでに「唐津湾地域重要資源管理計画」（平成 6年 11月

1日公表）で取り組んできたクルマエビの禁漁区、禁漁期の設定、体長制限、「佐賀県玄
海地域資源管理計画」（平成 6 年 7 月 27 日公表）で取り組んできたヒラメの体長制限
（小型魚の再放流）、種苗放流等の措置についても引き続き取り組み、資源の回復を図る
必要がある。 

 
 

 

 
【参考】 
許可数の推移（佐賀県漁業調整委員会資料） 
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２ 船びき網漁業 
（１）漁獲の状況 
  玄海海域では、船びき網漁業は、マダイ、イサキを中心に漁獲を行うごち網漁業、カ
タクチイワシ、イカナゴ、サヨリ、小型のエビ等を中心に漁獲を行う１そう（２そう）
船びき網漁業がある。 
漁獲量は平成元年～13年の平均が 923トンであるのに対し、平成 15年～20年の平均
は 1,261トンと平成 15年以降比較的高い水準で推移している。 
なお、ごち網では、マダイが漁獲量の約 6～7割、漁獲金額の約 7～8割を占めている。 

 
（２）資源管理措置 
  今後とも持続的に資源を利用していくため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件
を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

 
  〇休漁（係船休漁） 
  〇漁具の規制（目合） 

 
また、上記の措置の他、これまでに「佐賀県玄海地域資源管理計画」（平成 6年 7月 27
日公表）で取り組んできたマダイの体長制限（小型魚の再放流）、稚魚特別採捕の禁止、
の措置についても引き続き取り組み、資源の回復を図る必要がある。 

 
 

 

 
 
【参考】 
許可数の推移  
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統計なし 
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３ 中・小型まき網漁業 
（１）漁獲の状況 
   玄海地区での主な漁獲対象の魚種はアジ、サバ、イワシ等の浮魚類である。玄海地区
では、主に唐津湾内で操業が行われている。 

   
（２）資源管理措置 
  今後とも持続的に資源を利用していくため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を
遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。  

  
〇休漁（係船休漁） 
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マアジ対馬暖流系群の漁獲量（左）および資源量、漁獲割合（右）の推移（資源評価調査）

マサバ対馬暖流系群の漁獲量（左）および資源量、漁獲割合（右）の推移（資源評価調査）

統計なし 
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４ 刺網漁業 
（１）漁獲の状況 
キス、コノシロ等を対象とする流刺網と磯建網等の固定式刺網がある。 
 主な対象魚種は、キス、コノシロ、カレイ類、クロダイ、ボラ類、カニ類、イカ類等
多岐にわたっているが、平成 3年以降漁獲量は減少傾向にある。 
流刺網については夜間の操業は禁止されており、他にも操業期間、操業場所、漁具の
長さ等の制限が佐賀県漁業調整規則により定められている。 
磯建網については、各地先に設定されている共同漁業権の中で行使規則等が定められ
ている｡ 

 
（２）資源管理措置 
  近年減少が著しい状況であり、減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内
容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要
がある。 

 
  〇休漁（係船休漁） 

   
 

 

 
 
【参考】 
許可数の推移   
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統計なし 
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５ 定置網漁業 
（１）漁獲の状況 
   大型定置網は 1ケ統のみで、他は小型定置網である。 
   漁獲される魚種は多様で、地区によっても主となる魚種が異なり、アジ、サバ、イワ
シ等の浮魚類からヒラメ、カレイ等の底魚類、イカ類など、数十種に及んでおり、漁獲
量は平成 12年頃から、比較的高い水準の漁獲が続いている。 

   
（２）資源管理措置 
  今後とも持続的に資源を利用していくため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件
を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

  
 〇休漁（網上げを伴うもの） 
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地区別の魚種の漁獲割合（平成 27年） 

出典：佐賀玄海漁協魚市場資料 
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 ６ 延縄漁業 
（１）漁獲の状況 
   タイ類、ブリ、アマダイ類、フグ類、カサゴ、アカムツ、クロマグロ等の対象魚によ
って漁期、漁場等が異なっている。 

   主な対象魚種としては、フグ類の漁獲量が 16トン、アマダイ類の漁獲量が 14トン
(平成 20年)で、その他、マダイ、キダイとなっている。全体の漁獲量は、平成元年に
は、1,987トンあったが、7年以降 1,000トンを下回る低位水準で横ばい状態が続いて
いる。 

 
（２）資源管理措置 
  近年漁獲量が低位水準であることから、漁獲量を増加に転じさせるため、漁業調整規
則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に
取り組む必要がある。 

 
  〇休漁（係船休漁） 
  〇漁具規制（針の大きさ） 

 
 また、クロマグロを対象として操業を行う場合、強度の資源管理に取り組む必要がある。 

 
  〇休漁（強度管理） 

 
また、上記の措置の他、平成 17 年度から平成 23 年度にかけて取り組んだ「九州・山
口北西部海域トラフグ資源回復計画」（平成 17年 4月 15日公表）や、平成 24年度から
取り組む「九州・山口北西部海域トラフグ広域資源管理方針」に基づく、トラフグの体長
制限（全長 30cm 以下再放流；広域漁業調整委員会指示）、操業期間の設定等の措置につ
いても引き続き取り組み、資源の回復を図る必要がある。 
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７ いか釣り漁業 
（１）漁獲の状況 
本海域ではいか釣り漁業の漁労体数は多く、主な対象魚種はケンサキイカおよびスル
メイカである。特に、ケンサキイカは「呼子のイカ」としても有名で玄海地区の観光資
源として重要魚種として扱われる。 
本漁業種類の平成 27年の漁獲量は 657トンで、ピーク時である平成 4年の 3,058ト
ンと比較するとかなり減少している。ケンサキイカ、スルメイカの他にもアオリイカ、
ヤリイカ等を漁獲している。 
いか釣り漁業では、光力上限制限、禁漁区域等の管理が行われている｡現在、アオリ
イカについては資源管理計画が策定済であるが、イカ類の中で最も漁獲金額が多いケン
サキイカについては、広域的な資源であることからも、資源管理について検討していく
必要がある｡ 

 
（２）資源管理措置 
  近年減少が著しい状況であり、減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可
内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む
必要がある。 

 
    〇休漁（係船休漁） 

 
   また、上記の措置の他、光力上限制限等の措置にも取り組み、資源の維持増大を図る
必要がある。 

   なお、他道府県海域で操業する者にあっては、自県海域同様、当該海域における公的
資源管理措置を遵守するとともに、資源の維持増大のための措置についても取り組む必
要がある。 
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８ その他の釣り漁業 
（１）漁獲の状況 
   いか釣りに次いで漁労体数が多く、マダイ、イサキ、ブリ類等が主な対象魚種であ
り、漁獲量は通年マダイが最も多い。漁獲量は、平成 2年に 791トンの漁獲があった
が、年々減少傾向が続き、平成 27年には過去最低の 136トンとなった。 

 
（２）資源管理措置 
  減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守する
ほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

  〇休漁（係船休漁） 
  〇種苗放流（マダイ、ヒラメ） 
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玄海地区におけるその他の釣りでの漁獲量の推移（佐賀県農林水産統計年報） 

玄海地区におけるマダイ、ヒラメの放流尾数の推移 
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９ 採貝・採藻漁業 
（１）漁獲の状況 
   地先、磯根の定着性資源を漁獲する漁業であり、玄海海域でも多くの浜で営まれて
いる。 

    主な漁獲対象の魚種としてはアワビ類、サザエ、カキ、ウニ類、ナマコ類、ワカ
メ、テングサ類、ヒジキ等がある。 

   全体の漁獲量としては、平成 3年には 1,011トンあったが、年々減少傾向が続き、平
成 27年には 338トンにとどまった。 

 
（２）資源管理措置 
  資源の減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵
守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

  〇休漁（係船休漁） 
  また、上記の措置の他、これまでに「地先資源培養計画」（平成 3年 2月 20日、平成

3年 9月 5日、平成 4年 2月 25日、平成 6年 7月 25日公表）で取り組んできたアワビ
の殻長制限、操業期間・時間の設定等の措置についても引き続き取り組み、資源の回復
を図る必要がある。 
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【有明海海域】 
魚種別資源管理 
１ ガザミ 
（１）漁獲の状況 
  有明海に面する 4県（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県）漁獲量の合計は、平成 3年
には 693トンあったが、平成 15年以降低迷し、200トン前後で推移していることから
資源状態は低位にあると考えられる。 

 
（２）資源管理目標 
  低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるため、ガザミ資源の回復と持続的利用が可
能な資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 
 低位にあると考えられる資源量を増加に転じさせるために、関係漁業種である刺網漁
業においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するとともに、
平成 17 年度から平成 23 年度にかけて取り組んだ「有明海ガザミ資源回復計画」（平成 20
年 3 月 28 日公表）に基づく管理措置について、平成 24 年度からは「有明海ガザミ広域
資源管理方針」に基づき、引き続き取り組むとともに、併せて自主的措置に取り組む必
要がある。 
なお、関係漁業種である刺網漁業は、漁業実態や漁法の特性から、特定魚種に限定し
た資源管理は困難であるため、漁業種類別資源管理として包括的に資源管理に取り組む
必要があり、その具体的な取り組みについては、後述の内容に従うものとする。 
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２ クルマエビ 
（１）漁獲の状況 

  有明４県におけるクルマエビの漁獲量は、平成 10年以前は 150トンを超えていたが、

平成 17年以降では 50トン未満、近年は数百キロとなっている。 
 
（２）資源管理目標 
  近年低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるため、クルマエビ資源の回復と持続的
な利用が可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 

近年低位水準にある漁獲量を増加に転じさせるため、関係漁業種である刺網漁業にお
いては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置
に取り組む必要がある。なお、関係漁業種である刺網漁業の具体的な取り組みについて
は、後述の内容に従うものとする。 
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３ コノシロ 
（１）漁獲の状況 
   有明海域のコノシロは主にその他の網漁である投網で漁獲されるほか、刺網等でも
漁獲される。漁獲量は平成 7 年まで 1,500 トンを超える漁獲があったが、徐々に減少
し、平成 27年は 500トン未満となった。 

  
（２）資源管理目標 
  減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、コノシロ資源の回復と持続的な利用
が可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 

減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、関係漁業種（刺網漁業、その他の網
漁業）においては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、
自主的措置に取り組む必要がある。なお、関係漁業種（刺網漁業、その他の網漁業）の
具体的な取り組みについては、後述の内容に従うものとする。 
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４ タコ類 
（１）漁獲の状況 
   有明海域のタコ類は主にはえ縄で漁獲される。漁獲の中心となるタコの種類は、当
県ではイイダコと考えられ、漁獲量は平成3年には100トンを超える漁獲があったが、
徐々に減少し、平成 27年は 10トン程度まで減少している。 

 
（２）資源管理目標 
  減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、タコ類資源の回復と持続的な利用が
可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 

減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、関係漁業種（はえ縄漁業）において
は、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置に取
り組む必要がある。 

 
○休漁措置 
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５ サルボウ（モガイ） 
（１）漁獲の状況 
   サルボウは主に底びき網漁業（長柄ジョレン曵き漁業）で漁獲される。漁獲量は平
成 7年まで 12,000トンを超える漁獲があったが、徐々に減少し、平成 27年は約 1,683
トン※と減少傾向である。 

 
（２）資源管理目標 
  減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、サルボウ回復と持続的な利用が可能
となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 

減少傾向にある漁獲量を増加に転じさせるため、関係漁業種（小型底曳網漁業）にお
いては、今後とも漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置
に取り組む必要がある。 

 
○採苗器の設置 
 
また、当県では平成 27年度に「サルボウ養殖安定推進協議会」を立ち上げ、サルボウ
資源の回復のため、関係漁協、県、水産振興センターが一体となって資源の増大、漁場
の管理等の事業に取り組んでいくこととしている。 
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※平成 26 年以降は、農林水産統計上サルボウの記載がなくなり、その他の貝類に含まれるこ

とになったが、その他の貝類のほとんどはサルボウであることから、データとして利用してい

る。 

※ ※ 
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６ アゲマキ 
（１）漁獲の状況 
   有明海域のアゲマキは、古くから漁獲されており、昭和 63 年には 700 トン以上の
漁獲がなされていたが、平成 6年以降は漁獲がなされていない。 
そのため、佐賀県では、アゲマキ資源の回復、増大に結びつけるため、平成 20年度よ
り種苗放流等の取り組みを行っている。 

 
（２）資源管理目標 
  漁獲に結びつくような資源量の回復につなげるため、アゲマキ資源の回復と持続的な
利用が可能となる資源水準にすることを目標とする。 

 
（３）資源管理措置 

漁獲に結びつくような資源量の回復につなげるため、関係漁業者においては、今後と
も漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置に取り組む必要
がある。 
近年では、種苗放流の効果により、小規模な母貝集団が創出されており、再生産機能
が回復し始め、一部の地先では種苗放流由来の資源が発生しているものと考えられるこ
とからも、今後も継続して種苗放流を行うこととしている。 

 
〇種苗放流 

 
また、上記の措置の他、これアゲマキの殻長制限、操業期間・時間の設定等の措置に

ついても引き続き取り組み、資源の回復を図る必要がある。 
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アゲマキの累積放流量と稚貝の発見個数 
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【漁業種別資源管理】 
１ 小型機船底びき網漁業 
（１）漁獲の状況 
   本海域における本漁業は、縦びき第 3種漁業に分類される長柄じょれん船びきで、漁
獲される魚種はサルボウである。漁獲量は平成 9年まで高い水準であったが、平成 10
年以降、低い水準での変動が続いている。 

 
（２）資源管理措置 
  近年低位水準である漁獲量を増加に転じさせるため、漁業調整規則、許可内容、制限
又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 
  〇休漁（係船休漁） 

 
 

 

 
【参考】 
許可数の推移 
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有明海地区における小型機船底びき網漁業での漁獲量（佐賀県農林水産統計年報） 
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２ ひき回し船びき網漁業 
（１）漁獲の状況 
    漁業種類は、あみ一そう船びきとえび二そう船びきである。漁獲される魚種は、小型
のエビ類がほとんどである。漁獲量は平成 2年に 79トン、平成 5年に 2トンとなる等
不安定な状態が平成 13年頃まで続いたが、平成 16年以降、横ばい状態が続いてい
る。 

 
（２）資源管理措置 
  今後とも持続的に資源を利用していくため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件
を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 
  〇休漁（係船休漁） 
  〇種苗放流（クルマエビ） 

 

 

 
 
【参考】 
許可数の推移 
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有明海地区における引き回し船びき網漁業での漁獲量（佐賀県農林水産統計年報） 

統計なし 
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３ 刺網漁業 
（１）漁獲の状況 
   漁業種類は、えび三重流し刺網、雑魚一重流し刺網、雑魚三重流し刺網、すずき流し
刺網、げんしき網、固定式刺網である。漁獲される魚種は、コノシロが最も多く、次
に、ガザミ類、スズキ類、カレイ類（ウシノシタ類）、エビ類である。平成 27年のこ
れら 5魚種の漁獲量は 245トンである。 
平成 25年より漁獲量が急増している要因としては、ビゼンクラゲの漁獲量の急増に
よるものである。 

 
（２）資源管理措置 
  近年減少が著しい状況であり、減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可
内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む
必要がある。 

 
  〇休漁（係船休漁） 
  〇種苗放流（ガザミ） 

 
また、上記の措置の他、平成 17年度から平成 23年度にかけて取り組んだ「有明海ガ
ザミ資源回復計画」（平成 20年 3月 28日公表）について、平成２４年度からは「有明海ガザ
ミ広域資源管理方針」に基づき、ガザミの全甲幅長制限（12ｃｍ以下再放流）、抱卵ガザ
ミの保護、休漁期間の設定等の措置についても引き続き取り組み、資源の回復を図る必
要がある。 

 

 
 
【参考】 
許可数の推移 
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刺網 509 472 468 466 466 460 472 454 454 665 680 702
ぐち固定式刺網 14 14 8 8 8 5 4 3 3 2 1 3

1638 1538 1509 1507 1507 1432 1438 1337 1337 1539 1519 1528

流し刺網

固定式

計

有明海地区における刺網漁業での漁獲量（佐賀県農林水産統計年報） 

統計なし 
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４ 敷網漁業 
（１）漁獲の状況 
   主な漁業種類は、あんこう網、こうもり網、待網等である。 
漁獲される魚種は、クルマエビを除いたエビ類が多く、本漁業種類は、その操業形態
から、有用稚仔魚の混獲が危惧される。 

 
（２）資源管理措置 
  近年減少傾向にあり、減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内容、制
限又は条件を遵守するほか、有用稚仔魚等に対する漁獲圧を低減することを目的に自主
的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

   
〇休漁（係船休漁） 

 
【参考】 
許可数の推移 

  

 
  

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
25 25 25 25 25 25 25 24 24 24 24 23あんこう網



34 

５ その他の網漁業 
（１）漁獲の状況 
   主な漁業種類は、コノシロを主対象とする投網である。漁獲される魚種は、コノシロ
が約 90％を占めており、次いでボラ類である。漁獲量は年々減少していたが、平成 18
年頃から低位水準での横ばい状態が続いている。 

 
（２）資源管理措置 
  漁獲量が低位水準で推移していることから、漁獲量を増加に転じさせるため、漁業調
整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点
的に取り組む必要がある。 

  
 〇休漁（係船休漁） 
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有明海地区におけるその他の網漁業での漁獲量（佐賀県農林水産統計年報） 

統計なし 統計なし 
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６ 釣り漁業 
（１）漁獲の状況 
   漁獲される魚種は、漁獲量及び漁獲金額ともスズキ類が最も多い。漁獲量について
は、平成 11年までは 12トン以上であったが、平成 12年以降急減し、3～5トンで推
移している。 

 
（２）資源管理措置 
  漁獲量が低位水準で推移していることから、漁獲量を増加に転じさせるため、漁業調
整規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点
的に取り組む必要がある。 
  〇休漁（係船休漁） 
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有明海地区におけるその他の釣り漁業での漁獲量（佐賀県農林水産統計年報） 
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７ 潜水器漁業 
（１）漁獲の状況 
   漁業種類は、タイラギを漁獲対象としたヘルメット式潜水器漁業とウミタケを漁獲対
象とした簡易潜水器漁業である。 

   タイラギについては、平成元年～10年にかけて134～2,976トンの間で推移するなど、
年により著しい増減がみられていたが、平成 11年以降は出漁したが漁獲実績がほとんど
なかった年や休漁の年が 6年ある等漁獲の低迷が続き、資源量の減少が問題となってい
る。 

 
（２）資源管理措置 
  今後、持続的に資源を利用していくため、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件を
遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的に取り組む必要がある。 

 
  〇休漁（係船休漁） 

 

 

 
 
【参考】 
許可数の推移 
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有明海地区におけるタイラギ（上）およびその他の貝類の漁獲量（下）（佐賀県農林水産統計年報）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
ｸﾏｻﾙﾎﾞｳ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
たいらぎ 0 17 20 14 14 78 35 0 0 0 0 0

簡易潜水器 うみたけ 19 18 18 0 0 16 0 0 0 0 0 0

潜 水 器
潜水器
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８ 採貝漁業 
（１）漁獲の状況 
   平成 7年には 3,662トンであったが、その後急減し、平成 9年以降低位水準の漁獲に
留まっている。著しい増減がみられるが、この増減は、主な漁獲物であるアサリ、サル
ボウの豊凶によるものである。 

 
（２）資源管理措置 
  漁獲が低位水準で推移していることから、漁獲量を増加に転じさせるため、漁業調整
規則、許可内容、制限又は条件を遵守するほか、自主的措置として下記の措置を重点的
に取り組む必要がある。 
  〇休漁（係船休漁） 
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有明海地区における採貝漁業での漁獲量（佐賀県農林水産統計年報） 
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第３ 資源管理計画の評価・検証及び高度化の実施方針 
本指針に従い作成された資源管理計画については、以下に示す手順・方法により、計画
（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔ）のＰＤＣＡサイク
ルを着実に実施することを通じて、漁業や資源を取り巻く状況等に応じた適切な資源管
理の推進を図ることとする（下図）。 
①  策定後４年を経過した次の年度に、各資源管理計画に基づく資源管理措置の実施によ
り資源の維持･回復等の効果が見られるかどうか、その資源管理措置が適切かどうか等
につき、評価・検証する。 

② 評価・検証については、外部有識者（漁業や資源管理についての専門的知識を有する
者など）が参加する資源管理協議会が実施する。 
③ 指標は、対象魚種の資源量やＣＰＵＥの経年的な動向を基本とし、現時点で資源量や
ＣＰＵＥの把握が難しい魚種や漁業種類についても、漁獲努力量及び漁獲量などの経年
的な変化を組み合わせた定量的な資源動向を把握できるよう必要なデータ収集・蓄積な
どの体制整備に努めるものとする。 
④ 評価・検証の結果を踏まえ、資源管理計画の目標、管理措置の内容等の見直し、改善
を図るものとするとともに、資源管理措置を講ずる漁業者及び関係団体への周知徹底を
図る。 
  

計画（Ｐ）

・漁業者等による資源管理計画等の作成

・見直し・改善した計画に変更

実施（Ｄ）

・計画に基づく資源管理の取組

・外部有識者が参加する資源管理協議会
の開催、履行確認

評価（Ｃ）

・資源管理協議会が計画を評価項目（評
価基準）に則り評価・検証

改善（Ａ）

・評価・検証の結果を踏まえた計画の見
直し、改善

評価項目（評価基準）の考え方

 評価単位（魚種、漁業種類）ごとに、管
理目標（例：資源の増大/維持、漁獲量の
増大/維持）に対する資源の状況を評価

 評価結果を踏まえ、評価単位ごとに改善
の方向性（管理措置の強化、グループ化
等）を検討

資源管理評価の検証（ＰＤＣＡサイクル） 
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第４ その他 
 （１）履行確認について 
  本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、同計画
に記載される資源管理措置について各関係漁業者は誠実に履行することが必要であるた
め、県（協議会）は、別紙に記載する手段を用いて、その履行を適切に確認することと
し、各関係漁業者は、県の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。 
  また、履行確認については、漁獲量把握システム（漁獲量トレースシステム）も合わ
せて活用することとする。 

    さらに、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの取り組みに
積極的に参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻場及び干潟の保全及び
造成、森林の保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き取り組む必要がある。 

 
（２）その他 
 本指針に記載している資源管理措置以外に、漁業者が自主的に行っている資源管理、
種苗放流、漁場環境保全活動等についても、引き続き実施するものとする。 

 
資源管理措置の履行確認手段について  

 
各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、資源管理措置ごとに履行確認手段
を用いることとする。 

資源管理措置 履行確認手段 

事前提出資料 
（資源管理計画提出時に添付）

事後提出資料 
（資源管理計画実施後） 

休漁 営む漁業の概要説明書（漁業種
類、漁獲スケジュール）、操業
場所図面 

休漁を証明する写真、休漁日に
水揚げが無いことを証明する
もの（水揚げ伝票、取り扱い電
子データ等） 

漁具の規制 営む漁業の概要説明書（漁業種
類、漁獲スケジュール）、操業
場所図面 

使用する漁具の写真 

種苗放流 営む漁業の概要説明書（漁業種
類、漁獲スケジュール）、操業
場所図面、種苗放流・中間育成
の概要説明書 

実施した際の写真、活動経費に
ついて証明するもの（納品証
等） 

 

 


